２０１３．２．１
Ｎo.８８０号

201３年度基本要求最終交渉

グループウエア活用で残業管理徹底を！
「行政補助員」対象業務の精査を確認

庁用自動車の更新、暖房運転で一定の改善。緊急財政対策や人員等は春闘交渉で引続き追及

自治労県職労は1月30日、2013年度基本要求の最終交渉を行いました。（回答は４頁）

過労死水準の時間外勤務撲滅をめざし、各局への労働時間管理徹底を確認

　自治労県職労は、年間残業時間1,000時間超が公式数字でも９人も存在することを重視し、グループウエアの活用を含め、すぐにとりうる方策の徹底を当局に求め、各所属に徹底することを確認しました。

精神科医である産業医の一層の活用を強く求める～メンタルヘルス不全対策

　当局は、「職場巡視で出てきた課題を整理し、『心の健康づくり計画』を策定する」と回答しましたが、具体的な方策は示されませんでした。

　自治労県職労は、引き続き、産業医の専任化を求めるとともに、健康管理センター内での対策チームの構築、などを求めていきます。

「行政補助員」の対象業務については、精査、見直しを確認

　自治労県職労は、「今後研究したい」との昨年の回答をもとに、制度そのものの見直しを求めましたが、当局は最後まで現行制度の維持に固執しました。

一方で、知識、経験が必要な業務まで「補助的業務」としてきたことについては、これを精査し、見直すことを確認しました。

　自治労県職労は、「当局は『広く県民に雇用の機会を与える』と言うが、この制度は、一方で新たな失業者を生み出す不安定雇用も事実。そのことを認識し、引き続き見直し・改善の話し合いのテーブルには着いていただきたい。」と求めました。
庁用自動車、暖房運転、県庁バリアフリーなど労働安全衛生課題で一定の前進
　自治労県職労は、職場からの要求をもとに、

・危険で不安を感じている庁用自動車が更新基準を過ぎても更新されないこと。

・今年は寒さが厳しいにもかかわらず、３時に暖房が止められていること。

・本庁舎の駐車場は凸凹が多く、障害のある職員・県民にとって危険であること。

　など、労働安全衛生に関する課題を提起し、○一部でも更新が可能になるよう努力する、○更新基準の見直しの検討、○昼の暖かい時間に暖房運転を停止し、朝と夕方に運転する試行の実施、○本庁駐車場の一部舗装の改修を確認しました。

◇欠員状況（今年1月）：190人（昨年1月203人）

　○事務・技術：１７６人（１８９人）※印は、欠員対応

・一般事務　　　　　６２（６５）※臨任５７、非常勤５

・職業訓練指導員　　２６（２６）※臨任

　・福祉職　　　　　　３７（５０）※臨任

　・保健師　　　　　　　５（　４）※臨任

　・看護師　　　　　　　６（　６）※臨任５、非常勤1

　・保育士　　　　　　　１（　２）※臨任

　・医師　　　　　　　　２（　３）※今後採用

　・歯科医師　　　　　　１（　１）※非常勤1

・化学　　　　　　　　１（　１）※臨任

・機械　　　　　　　　１（　１）※臨任

・林業職　　　　　　　２（　２）※臨任

・農業職　　　　　　　１（　１）※臨任

・普及員　　　　　　　３（　３）※臨任

・衛生監視　　　　　　５（　３）※臨任

　・と畜検査　　　　　　６（　５）※臨任

・化学検査　　　　　　２（　１）※臨任

・歯科衛生士　　　　　３（　３）※臨任

　・獣医師　　　　　　　３（　５）※臨任

　・大学教育職　　　　　５（　４）※今後採用

　・一般土木　　　　　　１（　０）※臨任

・農業土木　　　　　　１（　０）※臨任
・電気職　　　　　　　２（　２）※臨任
○現　業　職：１４人（１４人）※印は、欠員対応

　・調理職　　　　　　　４（　４）※臨任

　・農芸技術職　　　　　２（　３）※再任用１、非常勤１

　・電話交換職　　　　　２（　２）※臨任１、非常勤１

　・動物技術職　　　　　２（　１）※非常勤２

　・監視職　　　　　　　４（　４）※非常勤４

◇退職・採用（採用は、名簿搭載人数）

　○退職予定：227人（定年：175人、2号勧奨：52人）

　○採用予定：Ⅰ種234人、Ⅲ種25人、
免許職35人（福祉：16人、薬剤師6人、獣医11人、保健師2人）

2013年度基本要求交渉結果

	項　目
	自治労県職労の主張
	労務統括官回答

	過重労働の撲滅について
	・昨年度、1,000時間以上時間外勤務をした職員が9人。過労死水準の残業を無くすために、どのような対応を考えているか。

・グループウエアを活用して、時間外の管理や分担の見直しをすべき。
	・総労働時間短縮については、これまでも様々取り組んできた。

・グループウエアで在庁時間を把握することができる。この機能を所属長やGL等が活用し、特定の職員に仕事のかたよりがないか確認し、業務分担の見直しを行うよう、各局が集まる場で改めて徹底したい。

	人員について
	・確定交渉において当局は、「削減目標は設定していない。削減する場合は事業を廃止するなど仕事を減らす。」という約束をした。削減する場合は、労務が責任を持って削減根拠を明らかにすること。

・メンタル休職明けの一定期間について臨任職員を継続配置すること。

・職業訓練指導員について、最低限現在の欠員27名分を正規職員で配置するために、2013年度はさらに採用を拡大すること。

・児童相談所の福祉職について、職員の過重労働を解消できるだけの増員を行うこと。また、生活保護担当の福祉職についても、職員の過重労働を解消できるだけの増員を行うこと。
	・業務に見合った配置を行う。ゼロベースで見直しを行う。抑制基調だ。

・職業訓練指導員については、来年度当初3名採用する。多様な雇用形態を含め、計画的に採用していく。

・福祉職については継続的に採用している。三浦しらとり園からの引上げも欠員に当てる。

・増要素；京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略統合特区における取り組み、看護教育の見直し、看護職員の養成・確保対策、神奈川スマートエネルギー構想の推進、生活保護世帯数の増加に伴う体制強化、児童虐待対応の体制強化など。
・減要素：相模原市の政令市移行に伴う支援の終了、未熟児訪問指導業務の市町村への権限委譲等への対応、第三セクター等への派遣職員の引上げ、分権一括法施行に伴う基準条例制定業務の終了。

	メンタルヘルス不全対策、労働安全衛生の確立について
	・メンタルヘルス対策への産業医の積極的な関与について、具体的に方向性や課題を示すべきだ。また、産業医の兼務を解消すべきだ。

・職員が自主運転する庁用自動車について、使用する職員が危険を感じる場合は、早急に更新すること。また、更新基準の変更は、労働組合との協議と合意に基づき行うこと。

・恒常的な時間外勤務が解消されるまでの措置として、職員の労働安全衛生を確保するために、時間外においても冷暖房を稼働させること。
	・メンタルヘルス対策については、精神科医である産業医は、診察とともに職場巡視を行っている。臨床心理士による相談業務も行っている。

・職場巡視で得られた課題を整理し、「心の健康づくり計画」を策定していきたい。

・昨年実施した産業医と組合との意見交換の場は、必要に応じて設けたい。

・庁用自動車の更新について、いただいた意見を真摯に受け止め、関係課と協議し、更新が一部でも可能となるように努力している。引続き話し合っていきたい。
・更新基準については、来年度にむけて関係課と協議を行なう。

	節電対策に係る労働安全衛生の確保
	・現在暖房を３時で停止しているが、労働安全衛生基準を担保しているのか？組織再編によるムダな看板の架け替え費用の方が、職員の健康より優先されるのか。湿度（40～70％）も適正に維持されるべきだ。
	・暖房について、本庁では運転の工夫として、昼と夕方運転し、昼の暖かい時間を停止する間欠運転の試行を行っている。試行結果を受けて検討していく。

	行政システム改革について
	・産業技術Cの独立行政法人化は、到底容認できない。

・行政改革には職員の理解が必要で、早め早めの情報提供を行うという話だったが、実行されていない。
	・産業技術Cの独法化については、スピーディーに対応でき、他県でも例があることから「独法化も含めた検討」となった。どのような方向性にするかは今後の検討による。

・改めて早めの情報提供に努めたい。

	臨任・非常勤・再任用職員の賃金・労働条件改善
	・今年度末で雇用期間が満了する行政補助員の雇用が確保できる制度の見直しを強く求める。

・専門性や知識・経験が求められる業務は行政補助員にそぐわない。制度の抜本的見直しが困難ならば、対象業務の見直しをすべきだ。

・これまで正規職員の代替として非正規職員が配置されてきた。いまや行政補助員・非常勤職員なくして仕事は回らない。

・臨任の次の雇用までの空白期間をなくしてほしい。年度末・年度当初に空白期間が20日ほどあり、仕事に支障が出ている。
	・行政補助員制度の導入の経緯や応募倍率の高さ、広く県民に雇用の場を与える、という主旨からすると、公募による選考は必要。

・「補助的業務」かどうかは精査し、必要な見直しを行ないたい。

・空白期間については、引き続き県労連の場で議論していく。

	ノーマライゼーションの推進について 
・個々の職員の状況は意向申告時に把握していく。
	・加齢による障害の重度化、二次障害に対応した、職、人事異動、通勤等に配慮した人事制度の確立に向けた労使協議を求める。

・本庁駐車場の整備や災害時等に安全に避難できるよう、すべての庁舎において階段に手すりを設置してほしい。
	・昨年当事者の意見を聞く場を設けた、引き続き、意向申告や面接で把握したい。

・本庁舎南側の駐車場については、来月(2月)舗装を整備する。

・視覚障害者の電話交換員がいる所属へ派遣労働者を配置する場合は、視覚障害者へのフォローは管理課を中心に行ないたい。


県ブロック平和・人権講演会

テーマ：オスプレイ低空飛行訓練の危険性と厚木基地への配備

○日　時：2月12日（火）18時30分～

○会　場：波止場会館４階大会議室
　○講　師：金子ときお氏（相模原市議会議員）

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































